
第 1 条 （契約内容）

1 賃借人を甲、賃貸人を当社乙として、乙が所有するコンテナ（ISO規格コンテナ等を含む）の賃貸借契約について、下記約款の条項が適用されます。
甲は、下記条項の通り、レンタル取引基本契約書（以下「本契約」という）を遂行することを確約し、これに同意して内容を承諾します。

2 甲は、乙に対し本契約の代金として、月末締めにて乙が発行する請求書に記載された振込先の銀行口座に対し、
請求書項目の金額及び消費税を、請求書に記載の支払期限までに支払うことを確約し、これに同意して内容を承諾します。

3 本契約については、甲は使用者（占有者）となり、乙は所有者となります。

第 2 条 （発注時内容確認）
1 甲は、乙に対し、発注時にコンテナの在庫確認を行うものとします。
2 甲は、乙に対し、コンテナの返却時の汚れ・ダメージ等について原状復帰に要する修理費用（実費）を支払う事とします。
3 用途により建築確認申請や建築確認済証の取得が必要な場合は甲の手続きで申請を御願い致します。コンテナの設置に関する

法律上必要な諸手続（建築基準法その他法令）は、全て甲の責任と負担で行っていただき、乙は一切の責任を負いません。
4 乙は、コンテナの引渡しについては、全て甲の指示に基づいて行います。その後、甲において、法律上必要な設置基準等に

基づいて設置・施工をお願いします。問題が発生した場合には、全て甲の責任と負担で解決していただきます。
5 甲は、第2条の内容を理解し、これに同意して御見積書兼発注書（以下「見積発注書」という）の内容の発注を行います。

第 3 条 （レンタル期間）
1  レンタル期間は、原則としてコンテナを甲に引渡しした日より、甲より引取要請の連絡を受けて引き取った日迄とします。
2 期間満了日1週間前までに引揚要請のない場合は、見積発注書と同一条件でさらに1ｶ月更新されるものとし、その後も同様とします。

第 4 条 （コンテナの受領及び検品）
1 乙は、甲に対し、中古コンテナは軽微なメンテナンスとして内外装サビ落し・部分塗装・ドアの開閉調整・穴補修（強化）等を行い引渡す事とします。
2 甲の指定運送業者及び降ろし作業者の手配時は、乙の指定する場所にて車上渡しを行った際に受取サインを頂き、

甲の依頼を受けて、乙の指定運送業者及び降ろし作業者の手配時は、甲の指定する場所にて各作業後に受取サインを頂きます。
乙の指定業者に関しては、個別の会社につき、運送業者と降ろし業者別に受取サインを頂きます。
また、甲の依頼を受けて、乙の指定運送業者のみの手配時は、甲の指定する場所にて車上渡しを行った際に受取サインを頂きます。

3 甲は、コンテナ受取後、ただちにコンテナに瑕疵がないことを確認し、コンテナの不適合・不完全・不足・その他瑕疵などを発見した場合には、
受取日から1週間以内に乙に連絡する事とします。

4 乙が、甲の連絡を受けたときは、その責任において速やかに内容を確認しコンテナを補修するか、または代替のコンテナを引き渡す事とします。
5 コンテナの搬出入・運送・積み降ろしなどにともなう事故については、甲、または甲の手配による作業の場合は甲の責任とし、

乙、または乙の手配による作業の場合は乙の責任とします。

第 5 条 （損害賠償責任）
1 受取から1週間を経過した以降から引取要請の連絡を受けて引き取った日迄の甲の使用方法・取扱いの不備などにより

コンテナが損傷した場合は、その修繕費用を含め甲は乙に損害賠償を支払うものとします。
2 コンテナの盗難・滅失・毀損等について故意または過失により乙に損害を与えた場合は、甲は乙に対し損害賠償を支払うものとします。
3 甲より、甲の手配による指定運送業者での引上要請に関して、その期間が終了してもコンテナを返却されない時は、乙に返却されるまでの期間について

毎月 賃貸料の2か月分を加算して甲は乙に支払うものとします。
4 予測不可能な天災等により事故（滅失、毀損等）が発生した場合、乙は、第三者に対する一切の責任を負いません。
5 乙が第三者に対して損害を賠償した場合、甲は、乙に対し、乙が第三者に支払った賠償額を支払うものとします。

第 6 条 （免責事項）
1 コンテナの設置に関する法律上必要な諸手続は、全て甲の責任と負担で行っていただき、乙は一切の責任を負いません。
2 コンテナの荷降ろし後は、甲において、法律上必要な設置基準等に基づいて設置・施工をお願いします。

問題が発生した場合には、全て甲の責任と負担で解決していただきます。
甲及び第三者などに発生した損害について、乙は何らの責任を負わず、全て甲の責任と負担で解決します。
また、乙は、甲に対して、コンテナの瑕疵担保責任を含む一切の責任を負いません。

3 コンテナ引取後の当該コンテナ内に収容する商品物の保持（品質・疵・劣化・滅失等）については甲の責任であたるものとし、
乙は収容された品物に対する補償は一切負わないものとします。

第 7 条  （暴力団等反社会的勢力排除）
甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する事とします。
一　自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。
二　自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと。
三　反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。
四　自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。
　イ　相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為
　ロ　偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為

第 8 条 （禁止又は制限される行為）
1 甲が乙の書面による承諾を得なければ、下記に定める行為をすることはできないものとします。

一　コンテナ内外に装置・部品・付属品など付着させること、また既に付着しているものを取り外す事。
二　コンテナの改造、あるいは性能・機能の変更をすること。
三　法律上、所持や保管などが禁止されている物品（麻薬や盗品など）の保管を行う事。

2 甲は、コンテナの使用に当たり、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。
一　コンテナを反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供すること
二　コンテナ又はコンテナの周辺において、著しく乱暴な言動を行い、又は威勢を示すことにより、付近の住民又は通行人に不安を覚えさせること。
三　コンテナに反社会的勢力に使用させ、又は反復継続して反社会的勢力を出入りさせること。

第 9 条 （契約の解除）
1 下記の場合、甲または乙は見積発注書及び本契約を解除することができるものとします。

一　甲または乙が、本契約の条項のいずれかに違反したとき。
二　甲が、レンタル料などの支払いを怠ったとき。
三　差押、仮差押、仮処分、滞納処分等を受けたとき。
四　手形または小切手を不渡りにする等、支払停止に陥ったとき、その他これらに類する信用失墜 の事実があったとき。 
五　破産、民事再生、会社更生、特別清算等の倒産手続開始の申立をしたとき、またはされたとき。
六　解散または事業の全部もしくは重要な一部の譲渡、停止もしくは廃止の決定をしたとき。
七　合併、会社分割、株式交換、または株式分割等の組織変更手続等により、実質的な支配者が変更し、契約を継続することが 不相当と認められるとき。
八　監督官庁より営業停止、または営業免許もしくは営業登録の取消の処分を受けたとき。
九　財政状態が悪化し、またはそのおそれがあると認められる相当の事由があるとき。
十　本契約等または甲乙間の他の契約における債務の履行が困難と認められる事由が生じたとき。
十一　乙所有のコンテナが盗難にあった場合、もしくはコンテナが滅失し、または毀損し使用不能となったとき。
十二　乙からの中途解約の申し出があったとき、 その際の賃料は日割りとし、引上に係る諸費用は見積発注書の通り甲の負担とします。
十三　中途解約の申し込み後、運送業者手配を含めて2週間以内で引上を行うものとする。

2 甲からの中途解約の申し出があったとき、 その際の賃料は日割りとし、引上に係る諸費用は見積発注書の通り甲の負担とします。
3 甲又は乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告も要せずして、本契約を解除することができるものとします。

一　第7条 （暴力団等反社会的勢力排除）の確約に反する事実が判明したとき。
二　契約締結後に自ら又は役員が反社会的勢力に該当したとき。
三　甲は、乙が第8条（禁止又は制限される行為）2項に掲げる行為を行った場合は、何らの催告も要せずして、本契約を解除することができる。

（期限の利益の喪失）
第 10 条 甲は、第9条（契約の解除）に該当する事由が１つでも生じたときは、本契約等に基づき  乙に対して負担する一切の債務につき

期限の利益を喪失し、直ちに一切の債務を履行しなければならないものとします。

第 11 条 （条項の存続）
　  本契約第5条　（損害賠償責任）については、本契約終了後も有効に存続するものとします。

第 12 条 （訴訟管轄）

見積発注書及び本契約にもとづく甲乙間の一切の紛争に関する管轄裁判所は、乙の所在地を管轄する福岡地方裁判所をもって専属的合意裁判所とします。

株式会社ジェネック　コンテナ販売

定型約款（賃貸借）


